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「関係人口」へ取り組む地域

上席研究員　大谷　博

　関係人口という用語があちこちから聞こえるようになった。関係人口は定住人口、交流人口と同列
に扱われがちなので紛らわしい。関係人口は人口という名称を用いてはいるが、定住人口や交流人口
の人口とは意味合いが違う。人口論でいうところの人口は人口が増加するとか減少するとかというよ
うな用い方をするが、関係人口が指しているのは必ずしも数量ではない。政策的には定住人口や交流
人口は増加させることが目的になるが、関係人口の場合は「増やす」ことよりも「深さ」、「強さ」の方が
より重要になる。
　例えば、あるイベントがあったとして、交流人口はおもてなしをされに来る人たち（イベントの参加
者）のことを指している。観光客がその多くで、それはそれで地域の活性化には大事な存在であるが、
一方で、一緒にテントを建ててくれたり、最後の片づけまでやってくれたりと、力になってくれる人
たちも大事で、人口が減少している地域にとっては観光客と同じように必要な人たちである。その人
たちは、「困っています」という言葉に反応してくれる。このように①行ったことがある、②買ったこ
とがある、③住んだことがあるを超えた関係が築ければ地域にとって「関係人口」は担い手になる。
　徳島県内の佐那河内村では住民が出て行ってしまった後の遊休不動産の「所有」「活用」「管理」が村
外人（かつての住民など）によって行われてしまうことになり、村の意思を反映することが困難になる
という課題が生じたことをきっかけにして、外部との関係性を構築するには「関係人口」がキーになる
との思いから、他の自治体よりも積極的に「関係人口」への取り組みを進めている。村外に住む「佐那河
内村にゆかりのある人たち」を「ふるさと住民」として登録し、村づくりへの参加の機会や必要なサービ
スを提供する制度などを開始している。
　全国では担い手としての関係人口をつくる先進的な仕組みが始まっている。①情報誌を送ったり、交
流会に参加してもらったりして、知ってもらい、好きになってもらい、足を運んでもらい、そして地
域に何らかの貢献をしてもらおうという「関係人口」をつくる取り組みを自治体の制度として作成した
事例（三木町ふるさと住民票、南砺市応援市民制度）、また②民間レベルで地域の生産者と都会の消費
者を「食べる通信」という媒体を通してつなぐことで損得ではなくて人間性に引かれて「その人のため
に自分はこうすれば役に立てる」「役に立って感謝された」といったそんな関係を築いている取り組み

『食べる通信』、さらに③自治体と民間が協働して、地域に関心はあるがどう関わっていいか分からな
いという人のために「関係案内所」という装置を作って担い手としての「関係人口」の発掘を行っている
事例『しまコトアカデミー』、そして首都圏で暮らしながら過疎県内の企業の商品開発や販路開拓に携
わる働き方を遠距離恋愛になぞらえて、首都圏の人材と地元企業を引き合わせる取り組み（岩手県『遠
恋複業課』）などがある。
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はじめに

　関係人口という用語があちこちから聞こえる
ようになった。例えば、国土交通省「国土審議会
計画推進部会住み続けられる国土専門委員会」
の 2018 年とりまとめ報告書（平成 30 年６月）の
タイトルは「地方への人の流れを促進し、地域の
定住人口・関係人口を増やすために」となってい
る。また総務省「これからの移住・交流施策のあ
り方に関する検討会」の報告書（平成 30 年 1 月）
のサブタイトルは「「関係人口」の創出に向けて」
となっている。検討会では「より著しい人口の低
密度化が予想される地方圏においては、地域づ
くりの担い手の育成・確保が大きな課題の一つ
となっており、これからの地域づくりの担い手
として、従来からの地域住民だけではなく、移
住者や地域外の人材等も含め、地域内外の担い
手を広くつなぎとめ、活用していくことが重要
である」との議論がなされ、このような議論の
中で、長期的な「定住人口」でも短期的な「交流人
口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わ
る者である「関係人口」の重要性が強調されてい
る。
　人口に関係する用語でこれまで登場してきた
のは定住人口、続いて交流人口、そして今回の
関係人口である。関係人口は定住人口、交流人
口と同列に扱われがちなので紛らわしい。そこ
で、関係人口とは何か、定住人口、交流人口と
どう違うのか、そして関係人口で何が変わるの
かなどについて調査を行い、また関係人口に関
する県内外での先進的な取り組み事例から関係
人口をつくるためにどのようなことをしている
のかを紹介する。

１．関係人口とは何か

１－１．関係人口の言い出しっぺ
　最初に「関係人口」という言葉を使ったのは、
高橋博之氏（「東北食べる通信」編集長）と指出一
正氏（「ソトコト」編集長）である。高橋博之氏は

ネット上のコラム（東北食べる通信コラム）で関
係人口に関してこのように語っている。・・・

「東日本大震災で東北地方沿岸部の定住人口は
大幅に減った。しかし、そのまちに暮らす人の
現状に思いを馳せ、未来を案じ、継続的に関わ
りを持ち続ける人は、震災後にぐんと増えてい
る。この継続的に関わりを持ち続ける人を、私
は 4 年前から「関係人口」と定義し、社会に提唱
してきた。この「関係人口」の中身を見ると、わ
ざわざ遠く離れた地域に関わりを持ち続けてい
るわけだから、主体的・能動的に動く人たちで
あり、常に自分にできる役割を探している。つ
まり、観客席からお節介にもよそのグラウンド
に降りようとしているのだ。この「関係人口」を
第二住民として地方のまちづくりに参加させる
ことができれば、人口減社会に新たな地平を開
くことができるのではないだろうか。」・・・（東
北食べる通信コラム）
　また、指出一正氏（「ソトコト」編集長）は著書

『ぼくらは地方で幸せを見つける』で関係人口に
関してこのように語っている。・・・「関係人口
とは、言葉のとおり『地域に関わってくれる人
口』のこと。自分のお気に入りの地域に週末ご
とに通ってくれたり、頻繁に通わなくても何ら
かの形でその地域を応援してくれるような人た
ち。・・・関係人口における地域との関わり方に
はいくつかのパターンがあります。たとえば、
ローカルのシェアハウスに住んで、行政と協働
でまちづくりのイベントを企画・運営するディ
レクタータイプ。また、東京でその地域の PR
をするときに活躍してくれる都市と田舎をつな
ぐハブ的存在。このタイプの人は、首都圏に住
みながらその地域が好きで頻繁に訪れていて、
地元のことに精通している。外の目線で、ロー
カルの魅力を伝えてくれる。さらに踏み込んで、
都会暮らしをしながら、ローカルにも拠点を持
つ『ダブルローカル』を実践する人も増えていま
す。」・・・（指出一正著『ぼくらは地方で幸せを
見つける　ソトコト流ローカル再生論』 （ポプ
ラ新書））
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１－２．定住人口、交流人口、関係人口の違い
　人口に関係する用語でこれまでマスコミ等で
頻繁に用いられており一般的に馴染みがあるの
は定住人口と交流人口である。関係人口とは何
かについては、定住人口、交流人口との違いを
見ることである程度分かる。

（1）定住人口とは
　「人口とはある人間集団の総体を指す概念で
ありまたその集団を構成する人間の総数を指す
統計上の概念である」と国勢調査などでは定義
されている。定住人口とは文字通り一定の場所
に居住している者の総数のことであるとされて
いる（定住とは一定の場所に住居を構えそこに
住みつくこと）。ただし定住人口の計測には国勢
調査の常住人口やこれと関連する住民基本台帳
人口を用いている場合が多い。調査時に常住し
ている場所でカウントする方法（常住地方式）に
よる人口を常住人口と呼んでいる。すなわち、当
該住居に 3 か月以上にわたって住んでいるか、
又は住むことになっている人に加えて、3 か月
以上にわたって住んでいる住居又は住むことに
なっている住居のない人についても調査時に居
た場所に「常住している人」とみなしてカウント
されている。

（2）交流人口とは
　交流人口はその地域に訪れる人やその地域と
交流する人のことで、その地域に住んでいる
人、つまり定住人口（常住人口）に対する概念で
ある。その地域を訪れる目的としては、通勤・
通学、買い物、文化鑑賞・創造、学習、習い事、
スポーツ、観光、レジャー、アミューズメント
など、特に内容を問わないのが一般的である。 
　かつて人口は増えるものという観念が支配的
で人口増を図ることが行政の目標とされた。自
治体の総合計画等において示す将来人口の推計
値も、人口増を目標に掲げて設定されるのが
一般的であった。しかしながら日本の総人口が
ピークとなった 2010 年以降は、全国のほとんど
の地域が人口減となっており、定住人口の増加
を追い求めることは、特に地方においては困難

となりつつある。
　そのような中、経済や文化活動を維持し拡大
するために、定住人口以外の人に関わってもら
おうという考え方に沿って登場したのが交流人
口で、定住人口ではなく、交流人口を増やすこ
とによって、地域の活力を高めていこうという
意識が一般化した。「集客都市」を目標に掲げる
都市もみられ、もともと都市とは不特定多数の
人々が集う場であり、交流人口をいかに多く獲
得できるかに都市の浮沈がかかっているとも言
われるようになった。
　定住人口には国勢調査や住民基本台帳登録と
いう確立された計測手段があるが交流人口には
確たる計測手段はない。ただ交流人口のうち「通
勤・通学者」については国勢調査等の計測手段が
あり、「観光客」については全国共通の確立され
た計測手段はないものの、各地域が工夫しなが
らその数量を計測している。手法が異なるため
他地域との比較は難しいが、交流人口が増えて
いるかどうかを計測することで地域の活力を高
める方策の効果を見ることはできる。

（3）関係人口とは
　これらに対して関係人口は定住人口でもな
い、交流人口でもない人口として定義されてい
る。『関係人口をつくる』（木楽舎）の著者である
田中輝美氏（ローカルジャーナリスト）は関係人
口を以下のように定義している。
・関係人口とは、その地域に住んでいる人とは
　別の、地域との関わりを持ってくれる人たち
　のこと（人たちの総数＝人口）である。住んで
　いなくても、その地域の産品を購入してくれ
　たり、その地域に足しげく通ってくれたり、地
　域と都会をつなぐようなイベントを開いてく
　れたりなど、様々な関わりをしてくれる人た
　ちのことである。
・関係人口はその関わり方やどの程度まで関わ
　るかの幅がきわめて広い。誰でも関係人口と
　なることができるという考え方に立って、間
　口の広さと関係というバリエーションの豊富
　さがある。一度でもその地域に訪れて好感を
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　持ったり、地域の産品を購入したり、その地
　域のことについて友達と会話したりと、その
　地域と何らかの関わりを持つことで、誰でも
　関係人口となることができる。
・関係人口は「定住人口」や「交流人口」とは次元
　の違う概念であるため、その人口を計測する
　のは難しい。また計測すること自体に意味が
　あるのかという議論もある。

１－３．関係人口の範囲
　総務省の検討会や国土交通省の委員会などで
定義されている「関係人口」の具体的な例示を
みると、関係人口の範囲は、高橋博之氏（「東北
食べる通信」編集長）や指出一正氏（「ソトコ
ト」編集長）、田中輝美氏（ローカルジャーナリ
スト）の考えている概念よりも広い。

「関係人口」の具体的な例示（図表 1 参照）
①転勤族、一時的転入者、地域外からの通勤・
　通学者
②生まれ故郷の人達（転出者、出身者、親戚）
③風の人、お試し移住者

④旅行者、観光客、ふるさと納税者、地域産品
　購入者
⑤取引先企業等の従業員など

２．担い手としての関係人口

２－１．担い手こそが地域に必要
　「ある観光地を見物していると、一人の中年
女性が後ろからスタスタと早歩きでやってきて、
私たちを追い抜いていった。彼女はちょっと見
晴らしのいい場所に着くと、立ち止まって写真
をパチリ。シャッターを押すやいなや再び早歩
きだ。寺院に到着すると軽く手を合わせそして
再び写真をパチリ。即座に U ターンしてバス停
に向かった。彼女にとって「観光地に行くこと」
が目的であり、「行った」という事実に満足感を
覚えているのだろう。」・・・観光地を整備して
このような中年女性が増えることはまさに交流
人口を増やしたことになるのだが、観光消費が
もたらされて地域が活性化するというシナリオ
は描くことができてもそれで地域の課題が解決
されるかというと必ずしもそうではないとの評
価が増えてきている。

図表 1　地域外の人材と地域との関わりの深化から見た「関係人口」の範囲

資料：国土交通省「国土審議会計画推進部会住み続けられる国土専門委員会」の2018年とりまとめ報告書（平成30年6月）
　　　総務省「これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会」の報告書（平成30年1月）
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　例えば、あるイベントがあったとして、交流人
口はおもてなしをされに来る人たち（イベント
参加者）のことを指している。観光客がその多
くで、それはそれで大事であるが、一方で、一
緒にテントを建ててくれたり、最後の片づけま
でやってくれたりと、力になってくれる人たち
も大事で、人口が減少している地域にとっては
観光客と同じように必要な人たちである。その
人たちは、「困っています」っていう言葉に反
応してくれる。このように①行ったことがある、
②買ったことがある、③住んだことがあるを超
えた関係が築ければ地域にとって関係人口が担
い手としての関係人口になる。
　田中輝美氏（ローカルジャーナリスト）によ
ると、「都会で生活していると、自分が社会の中
の一つであることを自覚しつつも、でも自分の
本当の価値や使命ってなんだろう？それを果た
すほかの場所がどこかにあるのじゃないか？っ
て漠然と思っている人がたくさんいる」のだそ
うだ。そういう人たちが、地域の課題とか、地域
に足りないものを見せられた時に「自分の能力
が活かせる！ってなるかもしれない。特に、プ
ロボノ※活動や自分の好きなこと・挑戦したい
ことや自身のスキル・知見を地域づくりに結び
付けたい人、移住・定住までは考えていないが
地域のために何かしたい・応援したいと考えて
いる人、新たな地域と『ふるさと』としてつな
がりを持ちたい人が増えている」のだそうだ。

２－２．関係人口では多さよりも関係の深さや
　　　　強さが重要になる
　関係人口は人口という名称を用いてはいる
が、定住人口や交流人口の人口とは意味合いが
違う。人口論でいうところの人口は、人口が増

加するとか減少するとかというような使い方を
するが、関係人口が指しているのは必ずしも数
量ではない。政策的には定住人口や交流人口は
増加させることが目的になるが、関係人口の場
合は「増やす」ことよりも「深さ」、「強さ」の方が
より重要になる。
　関係人口は人口ではない。数ではないのに定
住人口や交流人口と同列に扱われているので紛
らわしい。関係人口は定住人口や交流人口の代
わりはできない。
　関係人口は、例えば、「人が減って、何とな
く不安を感じている中で、よそ者がやってきて

『僕、頑張ります！』っていう姿を見ると『あぁ、
こんな関係ない人が頑張ってくれているのに、
自分は何をやってるんだ！』って、人の心が回
復して、よそものと関係ができることでそこに
暮らす人たちも頑張ろうって思えたら、結果的
に人の心が元気になって、地域が元気になる。」
というようなものなのである。
　関係人口は数値の大小で評価するものではな
い。国のまち・ひと・しごと創生本部の主導によ
り全国で策定された「地方創生総合戦略」の中の

「人口ビジョン」の策定は、多くの自治体による
移住者の獲得を目指した競争を誘発した。総人
口が減少する中でパイの奪い合いに重きが置か
れてしまった。この文脈で言うと、「関係人口」
も容易に予想できるのが「関係人口獲得競争」で
ある。
　関係人口はとても指標化しにくい。数値に頼
るのではなく「それによって地元の人が元気に
なった」みたいなところにもっていかないと、い
かにふるさと納税をしてもらうか、いかに産品
を消費してもらうかといった観点から人と関わ
るようになってしまう。さらにこれが進むと、
関係人口の重要性を訴え、やる必要のないイベ
ントや無駄な特産品開発、観光ツアーなどに取
り組むことが優先され、「関係人口」というキー
ワードのもと、それこそ関係の消耗が進んでい
くことになりかねない。

※　�「プロボノ」とは、ラテン語の “pro bono publico”
（公共善のために）の略で、社会人が仕事を通じて
培った知識やスキル、経験を活用して社会貢献す
るボランティア活動全般を指す言葉。 米国や英
国の弁護士が始めた無料の法律相談が発端となっ
て、他分野へ波及した。
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３．徳島県内の関係人口への取り組み　
　  （佐那河内村）
３－１．佐那河内村の人口の推移と関係人口へ
　　　　の視点
　佐那河内村は県内で唯一の村で、1888 年（明
治 22 年）の町村制施行後合併の経験が全くない
自治体である。県都徳島市に隣接しており、JR
徳島駅から車で 40 分程に位置する過疎化が進
行している村である。2018 年 11 月 1 日現在の人
口は 2,147 人、世帯数は 793、高齢化率は 46.8％、
人口は直近の20年間に約900人も減少している

（減少率約 26％）。
　2000 年頃からは人口の転出者数、転入者数と
も年々減少してきており、2016 年には一時的に
社会増（転入者数が転出者数を上回る）になった

（その後は再び社会減で推移している）。世帯数
も減少傾向にあったが 2017 年、2018 年には増
加している。
　佐那河内村は徳島市に隣接していることか
ら徳島市への人口流出がかつては大規模に進ん
だ。道路整備により徳島市との通勤圏に含まれ
るようになった 2000 年頃からは、徳島市へ通勤
する住民が増える一方で徳島市に居住して佐那
河内村に通勤するかつての住民も増えている。
　このように、佐那河内村の住民が佐那河内村
から転出することで、村内に存在していた「住
民」とともに「土地」の権利も流出してしまうこ
とになった。住民が出て行ってしまった後の遊

休不動産の「所有」「活用」「管理」が村外人（かつ
ての住民など）によって行われてしまうことに
なり、佐那河内村という自治の枠内から「所有」

「活用」「管理」が失われ、佐那河内村の意思を反
映することが困難になるという課題が生じてい
る。
　このため、佐那河内村は自治体の枠を越えて
地域に関わっている人をどのように位置づけ、
域外で「住む」ことと域外から「関わる」ことの多
様性に適応する必要性が生じた。外部との関係
性を構築するには「関係人口」がキーになるとの
思いから、他の自治体よりも積極的に「関係人
口」への取り組みを進めている。

３－２．ふるさと住民票制度
　ふるさと住民票制度は、村外に住む「佐那河内
村にゆかりのある人たち」を「ふるさと住民」と
して登録し、佐那河内村に対して愛着を持ち、
積極的に関わりたいと考える人に、村づくりへ
の参加の機会や必要なサービスを提供すること
によって、「ゆかりのある人たち」と自治体との
関係を｢見える化｣し、双方の柔らかい関係を築
くことを目的として 2017 年３月に導入した制
度である。
■ふるさと住民票制度の目的

①村外在住の固定資産税納税者と情報の共有
を通じて、「ひと」「もの」「こと」が村との
間で行き来し、義務・権利の発生しない住

注 : 1 月 1 日の人口
資料 : 徳島県人口移動調査結果報告書
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図表 2　佐那河内村の人口の推移 図表 3　佐那河内村の転入者数、転出者数の推移
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民と自治体との柔らかな関係の中で、互い
に有益な存在となる。

②村に対して、関わりを持ちたいと考える人
と具体的なつながりを築き、その知恵や力
をむらづくりに活かす。

③ふるさと納税をしてくれた人に向けて、単
なる『モノ』のやりとりにとどまらず、『ヒ
ト』と『村』との関係性を “ 見える化 ” する。

■ふるさと住民票交付対象者
①佐那河内村出身者
②村外在住で村に固定資産を所有している人
③住民登録はしていないが一時的な居住者
④村にふるさと納税を行った人
⑤その他（村に愛着を持ち、積極的に関わる意

志のある人）
　ふるさと住民票の発行数は 216 人（2018 年 12
月 19 日現在）となっている。
■ふるさと住民票の運用（主な取り組み）

①ふるさと住民カードの発行、登録記念品「ク
リアファイル」の進呈

②村の情報誌の郵送（村の当初予算や施政方
針などをまとめた資料や夏祭り、秋祭り情
報、村内では全戸に配布している人権カレ
ンダーなど年 3 回予定）

③専用 SNS ページや専用 HP 情報の提供
④村の計画や施策等への参画の場の提供
⑤『地域おこし支援員』としての活動の場の提

供（佐那河内村集落支援員等設置要綱に基
づく）

■ふるさと住民票運用の課題
　「ふるさと住民票」を関係人口の可視化したも
のだけにとどめず、その情報と人を地域とどの

ようにつなぐのかが課題となっている。佐那河
内村が最も必要とする関係人口は地域の小さな
自治（常会・名中・地域活動団体 etc.）に行動で
関わってくれる人であるので、村内の各主体と
の連携により、ふるさと住民票取得者が地域内
の各主体と直接関わることのできる仕組みを構
築することが重要である。関わる人によって地
域は大きく変わる可能性があるので自治会や地
域活動団体単位でそれぞれの活動へ参画できる
機運や環境を整えることが課題である。

３－３．地域おこし支援員登録制度
　ふるさと住民票取得者を対象に、佐那河内村
へ移住せずに、村外の現在住んでいる地域で佐
那河内村の地域活動を展開してもらう仕組みと
して、また都市と農村の交流の糸口を作る意味
においても佐那河内村応援者の活動の「場」づく
りとして、地域や活動団体との連携により地域
課題解決に向けての活動につながる具体的な取
り組みを促す「地域おこし支援員登録制度」が導
入されている。地域おこし支援員の活動から新
たな「関係人口」の発掘とつながりが期待されて
いる。
　地域おこし支援員
　　ふるさと住民票取得者を対象に申請及び面
　　接により登録
　　任期 3 年無報酬
　　村づくり住民活動補助金の申請が可能（上
　　限 10 万円）

■地域おこし支援員（井寺喜香さん）の取り組み
　地域おこし支援員の井寺喜香さんは佐那河内
村出身で、東京都小金井市で徳島（佐那河内村な
ど）と東京を「ひと・もの・こと」でつなぐ取り組
み「てのひらストア」を運営している。
「てのひらストア」の経緯
　・2011 年 3 月の東日本大震災で食の安心安全
　　に不安を募らせる友人たちに佐那河内村の
　　お米を提供すると、予想以上の注文があっ
　　た。古里の食材が都会のニーズを満たすこ

佐那河内村ふるさと住民カード
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　　とを実感したことで、2012 年 10 月から小金
　　井市のカフェの一角を借り、徳島県産食材
　　の紹介や販売をする「てのひらストア」を月
　　１回開いてきた。
　・2016 年からは小金井市で参加型の食のイベ
　　ントを開催している。2016 年 2 月に佐那河
　　内村「さなごうちる」主催、佐那河内村移住
　　交流支援センター共催、てのひらストア協
　　力のイベント「村カフェ @ こがねい」を小金
　　井市で開催。佐那河内村産のスダチ、古代
　　米などを使った郷土料理などを体験する
　　ワークショップを開催した。以降は、ての
　　ひらストア主催で「ときどき村カフェ」とし
　　て開催している（2018 年 12 月までに 10 回開
　　催）。
　・2016 年 11 月には佐那河内村の阿波踊り連
　　「すだち連」を小金井市の秋祭りに招き、約
　　40 年の歴史がある小金井市の連との共演
　　を実現させた。これを機に地元有志の協力
　　を得て 2018 年 7 月には小金井市に子ども連
　　「東京小金井すだち連」を結成している。
　・2017 年 9 月からは小金井市商業振興会に入
　　会し、東京都小金井市本町 5 丁目に、徳島
　　と東京、小金井市と佐那河内村が阿波の特
　　産品でつながる交流拠点「otete（とくしま食
　　材選りすぐりのお店）」を開業し、徳島と東
　　京をつなぐ試みを続けている。
「てのひらストア」の「ひと・もの・こと」でつな
ぐ３つの取り組み

①旬な情報と交流プログラムでつながる・・・
　村カフェ
　都会にいながら田舎を味わう参加型カフェを
　開催（不定期）している
　連携協力：ＮＰＯこがねい環境ネットワーク、
　一般財団法人さなごうち
②阿波の特産品でつながる・・・交流拠点
　「otete」（おてて）の運営
　関西の台所「徳島のおいしい」を販売している
　徳島や佐那河内の魅力を発信している
③阿波踊りでつながる・・・東京小金井すだち
　連
　2018 年に 40 周年を迎えた小金井阿波おどり、
　「東京小金井すだち連実行委員会」とともに佐
　那河内村との交流も視野に入れた子ども連
　「東京小金井すだち連」を結成している
　連携協力：小金井阿波おどり振興協議会、佐
　那河内すだち連

３－４．佐那河内すだち連・つづくむらプロジェ
　　　 クト
　地域おこし支援員の井寺喜香さんと佐那河内
村の集落支援員たちによって、佐那河内村の村
民中心に結成されている阿波踊り連「佐那河内
すだち連」と東京都小金井市にある「小金井阿波
おどり振興協議会」や商店街等との地域間交流
がプロデュースされている。佐那河内すだち連
の夏休み体験交流や技術指導などによって小金
井市に子ども連「東京小金井すだち連」が 2018
年 7 月に結成された。伝統文化「阿波踊り」から
つなぐ次世代のふるさと住民である。

３－５．地域交流拠点「新家」のサテライトオ
　　　　フィススペース（レンタルオフィス）
　地域交流拠点「新家（しんや）」は、村内の空き
店舗を改装して、一般財団法人さなごうちの事
務所と地域交流のスペース、さらにサテライト
オフィス（レンタルオフィス）の入居スペースを
整備したもので、2017 年 6 月にオープンした。
　一般財団法人さなごうちは、地方創生を永続

てのひらストア
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的に進めていくためには公的セクターと私的セ
クターの中間に位置しこれらの一体的な活動を
コーディネートし支援する中間支援組織が必要
であるとの思いから地域状況を勘案して行政主
導で 2016 年 11 月に設立された機関である。
　遊休不動産を活用した賃貸事業とお試し居
住体験施設や拠点施設を利用した収益事業を行
い、稼ぐ力による自立した経営を目指している。
佐那河内村は一般財団法人さなごうちに対して
積極的なアウトソーシングと空き家等の活用や
定住・定着に向けた柔軟な支援を行っている。
　一般財団法人さなごうちの事業内容は、移
住相談及び支援（佐那河内村移住交流支援セン
ター）、空き家及び遊休不動産の確保・相談、不
動産賃貸事業、ふるさと納税業務、さなのごち
そう便り発行、地域交流事業、企業誘致（サテラ
イトオフィスを含む）、ふるさと住民票の登録及
び活用、EC サイトの運営管理などである。
　地域交流拠点「新家（しんや）」に整備されたサ
テライトオフィススペース（レンタルオフィス）
には村外の事務所を積極的に誘致しており、一
般財団法人さなごうちはサテライトオフィスス
ペース（レンタルオフィス）に入居した事業所の
村内との連携を進めている。

■サテライトオフィススペースに入居した村外
　（県外）企業と村内との連携の事例
　（株）第一プログレス（本社：東京都千代田区）
は地域や移住に関心のある人や暮らしと地域を

つないでいく雑誌「TURNS（ターンズ）」の発行
等のメディア事業、イベント事業などを展開し
ている企業で、サテライトオフィスを置いたの
は佐那河内村が初めて。2017 年の 5 月に入居し
た。
　（株）第一プログレスが手がける移住や暮らし
の雑誌「TURNS」と一般財団法人さなごうちの
共同企画により、佐那河内村の魅力を少しで
も体験してもらうイベント「TURNS カフェ佐
那河内村〜遊び？それとも仕事？佐那河内村の
“ 遊び仕事 ” 〜」を 2017 年 11 月に開催し、さら
に 12 月には「TURNS 佐那河内村ツアー」を開催
した。また、雑誌「TURNS」に佐那河内村の情報
を随時掲載しているほか、「TURNS」のメンバー
がブログ等のＳＮＳで佐那河内村を随時リポー
トしている。

４．関係人口をつくる全国の取り組み、
　　担い手としての関係人口の発掘に
　　つながる取り組み

　前述のように「関係人口」は、観光客やイベン
ト参加者のような訪問者から、風の人、生まれ
故郷の人達（転出者、出身者、親戚）、さらに担
い手としての関係人口までいろいろなレベルが
あり、それぞれのレベルの「関係人口」に対して
それぞれ「関係人口」をつくる取り組み、関係人
口の発掘につながる取り組みがなされている。
　ここでは、①情報誌を送ったり、交流会に参
加してもらったりして、知ってもらい、好きに
なってもらい、足を運んでもらい、そして地域に
何らかの貢献をしてもらおうという「関係人口」
をつくる取り組みを自治体の制度として作成し
た事例（三木町ふるさと住民票、南砺市応援市民
制度）、また②民間レベルで地域の生産者と都
会の消費者を「食べる通信」という媒体を通して
つなぐことで損得ではなくて人間性に引かれて

「その人のために自分はこうすれば役に立てる」
「役に立って感謝された」といったそんな関係を
築いている取り組み『食べる通信』、さらに③自

地域交流拠点「新家（しんや）」
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治体と民間が協働して、地域に関心はあるがど
う関わっていいかわからないという人のために

「関係案内所」という装置を作って担い手として
の「関係人口」の発掘を行っている事例『しまコ
トアカデミー』、そして首都圏で暮らしながら過
疎県内の企業の商品開発や販路開拓に携わる働
き方を遠距離恋愛になぞらえて、首都圏の人材
と地元企業を引き合わせる取り組み（岩手県「遠
恋複業課」）を紹介する。

４－１．「ふるさと住民票」「応援市民制度」
（1）三木町ふるさと住民票
　香川県三木町の出身で現在は町外で暮らす人
や、町外から三木町に通勤している人、三木町
にふるさと納税した人など、三木町と関わりの
ある人は様々。三木町はこの人たちと「もっとつ
ながりたい」と考え、それを形にしたのが『ふる
さと住民票』である。2017 年 3 月から「三木町ふ
るさと住民票」の運用を開始している。
　三木町には町内に香川大学の農学部、医学部、
附属病院があり、そこでは人口の 1 割以上の人
が働いているにもかかわらず、その人たちは三
木町に住民登録をしていない。そうした三木町
に通勤・通学で来ている人たちが、さらに三木
町への愛着心を高めることも目的としている。
　ふるさとへの金銭的支援を要請するものでは

なく、ふるさと以外で暮らしている方々にアイ
デアや意見を出してもらい、まちづくりに貢献
してもらうという趣旨で始まった制度である。
　ふるさと住民票に申し込むと、「ふるさと住民
カード」が発行され、「ふるさと住民」として登録
される。登録費は不要。
■三木町ふるさと住民票の運用（主な取り組み）
　登録者には、定期的に会報が送付されるとと
もに、三木町の特産品が当たるキャンペーンや、
町長・副町長との食事交流会に応募ができるな
どのサービスが提供されている。

①三木町ふるさと会報紙「KIT ＊ MIKI　on 
paper」のお届け【年２回 / 春・秋】

②「三木のえぇもん」もらえるキャンペーンへ
の参加【年２回 /6 月・１月】

③「三木のおもしろ体験」ツアーご招待【年 2
回】

④「お食事交流会 with 町長＆副町長」【年１回
/11 月】

⑤町立図書館（メタ・ライブラリー）の利用【通
年】

⑥パブリックコメントへの参加【随時】

（2）南砺市応援市民制度
　富山県南砺市では地域に “ おかげさま ”“ お互
いさま ” といった意味を持つ「結（ゆい）」と呼ば

三木町ふるさと会報紙「KIT＊MIKI　on paper」
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れる相互扶助の精神、仕組みが根付いており、こ
れまで地域住民総ぐるみによる共同活動（草刈
り、除雪、お祭りなど）の実施などにより、生活
環境の維持、地域の賑わい創出に取り組んでき
た。しかし近年は市全域において人口減少及び
高齢化が著しく、住民による地域コニュニティ
の維持が難しくなっていることが大きな課題と
なっている。
　このような現状に対し、市では「市外に住みな
がらも南砺市を愛し、南砺市のために応援（行
動）していただける方」を「応援市民」として登録
し、住民とともに南砺市を支え、地域づくりを進
めてもらおうと「南砺市応援市民制度」を 2017
年 7 月から開始している。
　応援活動の内容は、南砺市の魅力を広め、地
域をさらに元気にしていくことであればどんな
ことでもよい。

（応援活動の例）
　・南砺市への観光
　・南砺市での買い物
　・南砺市産品の購入

　・南砺市内の行事への参加、行事の手伝い
　・イベントへの参加、イベントスタッフとし
　　ての参加
　・草刈り、除雪などの地域共同活動への参加
　・南砺市内でのイベント開催、賑わいの創出
　・南砺市の伝統文化の継承
　・南砺市の PR、南砺の情報発信、南砺への
　　情報提供
　・南砺市への助言、アドバイス
　・ふるさと納税
　・南砺市への移住、定住　など

（「応援市民」登録の要件）
　・南砺市外に在住する方であること。
　・南砺市を愛していただくこと。
　・南砺市への応援活動を実施していただくこ
　　と。

「応援市民」に登録した人には登録者証と名刺が
発行される。登録費、会費等は不要。

４－２．食べる通信
　「食べる通信」は、食のつくり手を特集した情
報誌と、食のつくり手たちが収穫した食べもの
がセットで定期的に届く業界初となる食べ物付
き情報誌として 2013 年 7 月に創刊されている。
発行者は一般社団法人日本食べる通信リーグ

（代表は高橋博之氏（「東北食べる通信」編集長、
NPO 法人東北開墾の代表））。「食べる通信」は全
国への展開を進めており、北は北海道から南は
九州沖縄まで創刊団体は 52、35 の地域で刊行さ
れている（2018 年 11 月）。
　東日本大震災後多くの都市住民が支援という
ことで被災地にやってきた。そこで被災地の漁
師や農家は出荷先である消費地の生身の消費者
と出会い、都会の消費者は食べ物を生み出す生
身の漁師や農家と出会った。被災地活動の中で
互いに連絡先を交換し合って知り合いになって
いった。都市住民は消費者としてできる範囲で
漁師や農家の生み出す食べ物の価値を守るため
にどうすればいいのか、主体的に行動していく
人になって、そこに関係する人口が生まれた。

南砺市応援市民制度
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　復興後もこのような関係人口を生む仕掛けと
して NPO 法人東北開墾の代表高橋博之氏が考
え出したのが「東北食べる通信」である。「東北食
べる通信」で気仙沼市の唐桑という漁村が紹介
され、これをきっかけにして都会から通ってく
る若者たちが唐桑の人たちと親戚同然の付き合
いをしている。たまに唐桑で飲み会を開いたり、
漁師が東京に出て来ると、みんなで会いにいっ
たりしている。
　東北の被災地だけでなく、食べる通信は全国
で関係人口を増やす手段となっている。食べる
人が都会にいて、つくる人が田舎にいる。つくる
人が暮らす農漁村は疲弊しており、そことのつ
ながりが食べものを通じて生み出されれば、日
常的に関係人口を生み出せる装置になるはずだ
とこれまで多くの関係人口を生み出してきた。
　民間レベルで地域の生産者と都会の消費者
を「食べる通信」という媒体を通してつなぐこと
で、損得ではなくて、人間性に引かれて、「その
人のために自分はこうすれば役に立てる」「役に
立って感謝された」といった、そんな関係を築い
ている取り組みが「食べる通信」である。

「東北食べる通信 2013 年 11 月号」が生み出
した関係人口
　「東北食べる通信 2013 年 11 月号」で特集した
福島県会津若松市の農家長谷川純一さんは、伝
統野菜の小菊カボチャを生産している。一般的
なカボチャよりも小さく、大量生産できないこ
とから需要が減る一方で、取材当時の 4 年前に
は生産を続ける農家は長谷川さんを除いてひと
りにまで減っていた。
　長谷川さんは手間ばかりかかってお金になら
ない小菊カボチャになぜこだわっていたのか。
長谷川さんは「300 年続けてきた。これをやめた
ら会津が会津でなくなる。次の世代につなぐ責
任が自分にはある」と答えた。それをそのまま記
事に書いた。すると、その長谷川さんの思いに
共感したひとりの女性が「食べ終わった小菊カ
ボチャの種をみんなで集めて長谷川さんにお返
ししよう」と他の読者に呼びかけると、45 人の

読者から種が返ってきたのだった。
　長谷川さんはこの種を、地元の農業高校の
生徒たちと翌年まき、育てた。そして収穫した
小菊カボチャをまたその応援した読者たちが食
べ、再び種を返すというサイクルが 4 年続いて
いる。その結果、種を取り巻く人々がファンコ
ミュニティとなり、長谷川さんを継続的に支え
ている。口コミで小菊カボチャの価値は広が
り、小菊カボチャを取り扱う飲食店なども現れ
始め、需要が増えていった。そして、単価も上
がった。そうした変化に刺激を受け、小菊カボ
チャの生産を復活させる農家も出始め、作付け
面積は拡大している。小菊カボチャを絶滅の危
機から救ったのは、長谷川さんの思いに共感し、
参加した消費者たちだった。

４－３．しまコトアカデミー
　しまコトアカデミーは 15 人程度の少数制で
行われる５カ月間全７回のソーシャル人材育成
講座。島根県が株式会社 sotokoto online（「社会
や環境がよくなって、そしておもしろい」をテー
マとしたソーシャル＆エコ・マガジン「ソトコ
ト」を編集出版している）とコラボレーションし
て 2012 年から東京で、2015 年からは大阪でも
開講している。先進的な地域づくりで知られる
島根をフィールドに、地域を学び、実際に短期
インターンシップとして島根に出掛けて、自分
のかかわり方＝コトの起こし方を見つける連続
講座である。これまでの卒業生たちが次々と各
地でコトを起こし始めている。
■講座内容
01 座学
　いま島根でどんなことが起こっているのか、
課題は何なのか。それを知るために最初の 3 回
程度、東京都内や大阪市内で座学がある。ゲス
トは第一線で活躍したり、個性的な活動や暮ら
しをしている人。グループワークを通じて自分
自身の問題意識も深掘りし、最終的に受講生一
人ひとりが発表する「しまコトプラン」に向けて
準備を進める。
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02 インターンシップ
　座学の後は、2 泊 3 日で島根県内を訪れる。自
分自身で行きたいところを選び、自由にツアー
を組めるのが魅力。現場で活動するキーパーソ
ンに話を聞き、実際に活動を体験。その地域が
直面する課題や価値、新しい可能性を体感し、
しまコトプランへとつなげる。往復の交通費の
助成制度もある。
03 しまコトプラン発表
　半年間の座学とインターンシップを通じて学
び、感じたことをもとに、一人ひとりが自分な
りの島根や地域とのかかわり方をカタチにする
のが「しまコトプラン」。伴走者として助言して
くれるメンター、受講生とともにグループワー
クを行い、内容をブラッシュアップ。最終回で
発表する。このプランが卒業後の具体的な実践
につながっていく。
■しまコトの特徴
①都市に住みながら受講できる
　月 1 回程度、週末に開催するというペースな
ので、東京や大阪にいながら、負担なく受講す

ることができる。また、2 泊 3 日で実際に現地
を訪れるインターンシップの機会も用意されて
いる。
②移住しなくても OK ！
　「受講したからには島根に移住しなくては」と
考える必要はない。地域のことを知り、自分な
りのかかわり方を見つけられればそれで十分。
もちろん移住してもらうのも OK。
③メンターを見つける
　しまコトには「メンター」がいる。ほぼ毎回講
座に出席し、受講生にアドバイスし、応援して
くれる心強い存在。島根で活躍するキーパーソ
ンが務めており、直接話が聞けるのは貴重な経
験になる。
④仲間ができる
　半年間の講座を通じて、受講生同士の一体感
が高まり、良き仲間になっていく。講座終了後
も OB、OG が自主的に「ヤクモ大学」というゆる
いつながりの場をつくっており、応援しあって
いる。

４－４．岩手県「遠恋複業課」
　岩手県と県内自治体が 2018 年度に開始した
首都圏の人材と地元企業を引き合わせる事業で
ある（事業の名称が「遠恋複業課（えんれんふく
ぎょうか）」）。首都圏で暮らしながら岩手県内の
企業の商品開発や販路開拓に携わる働き方を遠
距離恋愛になぞらえた取り組みで、総務省のモ
デル事業にも選定されている。

岩手県「遠恋複業課」事業の概要（岩手県のＨＰ
から引用）

　「遠恋複業課」は、岩手とお付き合いしてくだ
さる複業人材を募集します。
　遠恋複業課が目指すのは、岩手県との複業人
口 = 恋愛人口増加です。
　首都圏をはじめ都市部から離れた岩手県との
複業は、遠距離恋愛をする恋人関係に似ていま
す。岩手県を好きになってもらう、ただし、あ

しまコトアカデミー
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なたがいる環境も大事にしていただきたい。主
従関係ではなく、パートナー関係を生み出し、
持ちつ持たれつの関係をつくる複業人材を募集
します。

『遠恋複業課』とは？
　岩手県は東京都から新幹線に揺られて約 2 〜
4 時間。約 5 割の人が「遠距離恋愛」と感じる距
離です。遠くから人を想う、たまに会いに行く、
ちょうど良い距離感や関わり合いを持ちやす
い。そんな地域が岩手県なのかもしれません。 
いま岩手県は「人口減少」によって、地域が大切
にしてきた文化や産業など、価値ある様々なモ
ノ・コトが少しずつ消えてしまっています。地
元の人たちの力だけでは難しい課題解決。その
ために、「遠距離恋愛」をしながら岩手とお付き
合いしていただく複業人材を募集しよう。そん
な思いから、地域を超えた官民連携のバーチャ
ルな組織が立ち上がりました。
　『遠恋複業』を通じて地域の課題や価値あるモ
ノ・コトを活かしていく。これが遠恋複業課が
できた理由です。 
　日本でも初の試みです。
　気持ちよく遠恋関係 （複業） を続けるために
遠恋複業課には心強いサポーターが揃っていま
す。「こんなことがしたい」「これができるかも
しれない」などなど、なんでもご相談ください。 
　お付き合いがうまくいくコツは、
❶ 様々なクラウドツールや SNS を使って、負
　 担や手間を減らすこと。
❷ 会う日や電話をする日は決めておくこと。
❸ 相手の忙しさを理解し、お互いに信頼し合う
　 こと。 
　岩手との遠恋複業を長続きさせるためにも、
皆さんと岩手の地域・企業との関係性を一緒に
考えていきたいと思っています。 

　本気度に応じて２つのコースがあります。
①将来的に『遠恋複業』や岩手に関わる活動をし
てみたい方
参加条件

　❶岩手県内の地域・企業に関心を持ち、岩手
　　への関わりを深めようとする方 
　❷ご自身のスキルなどを活用し、地方企業と
　　の『遠恋複業』に興味のある方 
　❸遠恋複業に関する情報提供をメール等で受
　　け取りたい方
　遠恋複業課からのラブレターをお届けしま
　す！
　岩手・首都圏両方のプロジェクトやイベント
　情報
　必要に応じて他地域の『遠恋複業』情報
　そして遠恋複業に向けてのコラムなど
　週に一度、岩手からのラブレターをお届けし
ます。
　メールマガジン形式で情報案内が行われま
す。ぜひアクセスしてみてください。
　事務局も全力でコーディネートします。

②すぐに『遠恋複業』を始めてみたい方
参加条件
　❶岩手県内の地域・企業に本気で向き合い、
　　課題改善に向けて取り組める方 
　❷首都圏で行う講座、岩手で行う現地プログ
　　ラムに全て参加できる方 
　❸地域の企業に対して「遠恋複業提案書」を作
　　成いただける方
活動の流れ
　❶事前講座の受講
　❷現地プログラムの参加（企業訪問）
　❸事後講座（複業に向けた条件・内容の調整）
　❹複業マッチング成立！
　　※地元企業等と本人の条件面や希望が合致
　　　する場合のマッチングです。
　　　必ずしもマッチングされることは保証さ
　　　れておりませんので、あらかじめご了承
　　　ください。ただし、マッチングが成立す
　　　るよう事務局が全力サポートします。

　今回募集するのは、岩手県の一関市と釡石市
です。
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一関市
一関市は東京から新幹線で 2 時間。300 種類
以上の餅レシピがある「餅のまち」。
そして、世界遺産「平泉」と連携した新たなプ
ロジェクトも多数。業務改善・働き方改革に
も積極的な地場産業関連の企業も多数存在す
る革新的なエリアです。
ただ、重要なコトはだいたい飲み会で決まり
ます。その辺も含めてお付き合いいただける
と有難いです！ 

釜石市
釜石市は東京から新幹線と車で約 4 時間
ちょっと。この鉄と魚とラクビーの街は、東
日本大震災でソトの人たちとの繋がることや
関わり合うことの大切さを体感。

「オープンシティ構想」を掲げて地元企業を巻
き込んだ先進的な取り組みが活発です。
地元の方も移住者もアツい方がとにかく多
い！そんなアツさも受け止めてお付き合いい
ただけると嬉しいです！

　上記の「①将来的に『遠恋複業』や岩手に関わ
る活動をしてみたい方」の参加者数は 100 名

（2019 年 1 月 9 日現在）。また、「②すぐに『遠恋
複業』を始めてみたい方」の参加者数は 20 名（定
員 20 名）となっている。
　上記の「②すぐに『遠恋複業』を始めてみたい
方」に関する活動の流れとして、❶事前講座の受
講と❷現地プログラムの参加（企業訪問）、そし
て❸事後講座（複業に向けた条件・内容の調整）
の事前準備が既に実施されている。

岩手県「遠恋複業課」事業の概要（岩手県のＨＰ
から引用）

❶事前講座の受講　2018.9.21 Fri 19:30~22:00 
・「遠恋複業」のハウツー講座お見合い
・地域と企業の課題講座など
　一関市、釜石市の受入企業から、各地域・企

　業の紹介、課題や求める人材を共有いただき
　ます。
・地域と企業の課題解決演習
・エントリーシート作成 など
　遠恋複業体験に向けた準備やエントリーシー
　トの作成を行い、マッチングに向けた準備を
　始めます。
❷現地プログラムの参加（企業訪問）
2018.10.16 Tue 19:30~22:00 
Program 〜遠恋複業体験〜

『遠恋複業』の積極的受入地域と企業を訪問し、
フィールドワークや業務体験を行います。
受入企業も参加者も、「遠恋複業マッチング」の
ための大事なインスピレーションを得る２日間
です。
参加費　10,000 円　現地までの交通費は自己負
担となります。
2018.11.22 Tue 19:30~22:00 
・遠恋複業体験の振り返り
・「遠恋複業提案書」作成開始 など
　遠恋複業体験を振り返り、遠恋複業したい企
　業への提案書の作成をスタートさせます。 
2018.12.11 Tue 19:30~22:00 
・「遠恋複業提案書」ブラッシュアップ
・告白タイミングのセッティング など
　遠恋複業したい企業への提案書を遠恋複業課
　のスタッフや専門家とブラッシュアップし、
　告白に向けた調整を行います。


